
資料

資料3全国アンケート調査の結果について
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I質問紙抽出方法

可塑性の高い土粉を用いたどろ遊び実践の意義や価値を明らかにすることは、幼児の教育・保

育の教材としての活用に道を開くものと'思われる。そこで、自然保育におけるどろ遊びの全国調

査を行い、全国の施設において、どろ遊びの実態調査を行うこととなった。

本共同研究メンバーのうちアンケート作成を中心に行ったメンバーが、全国47都道府県の県

庁所在地とその他の市町村から各施設をリストアップすることにした。インターネットを利用し

て、キーワード「どろ遊び」「粘土遊び」から検索を行った。保育所、幼稚園、児童発達支援事業、

運営形態である公立私立をバランスよく調査するためにも各施設2か所ずつを基本に抽出するこ

ととした。児童発達支援事業については児童福祉施設全国一覧（社会福祉法人全国社会福祉協議

会全国児童養謹施設協議会HP｢全国児童養謹施設一覧｣httpV/www・zenyokyo.gr.jp/pdf71ist.pdf)

から検索した。その一覧からさらに知的障害児通園施設をリストアップし抽出施設として挙げる

ことにした。知的障害児通園施設をリストアップした理由としては、日々保護者の下から通わせ

て、独立自活に必要な知識技能を与えることを目的とした施設なので、幼稚園、保育所へ通う園

児と通園や園生活がそれほど変わらないためである。

また、東京23区や政令指定都市など人口が多い地区はそれぞれプラス1～2か所ずつ抽出する

ことにした。人口が多いところは施設数も多いという理由からである。よって、各都道府県につ

き6か所ずつが基本抽出で人口が多い地区からは9～12か所ずつ抽出することになった。

さらに、本学近隣地区にあたる地区には、全施設に調査用紙を送付することとした。本学近隣

地区とは、G市をはじめ近隣地区として計8市区を決定した。全施設に送付することにした理由

は、地域に根差した取り組みを周知させること、本学学生の多くがこれらの近隣地区から通って

いることである。

なお、全国各地から偏りなく調査対象施設を抽出することを目的にしたが、東日本大震災の影

響で施設の園庭等での活動ができないところも考えられることから、一部の地域には送付しない

ことにした。

抽出施設として全国526施設（保育所253、幼稚園187、児童発達支援事業86）に質間紙調査

を行うことになった。そのうち近隣地区には、235施設（保育所147、幼稚園84、児童発達支援

事業4）に送付した。

質問紙全国調査回答期間は平成24年6月20日から平成24年7月201:1までとした。質問項

目は全13項目で、回答方法は選択肢法と自由記述である。

回答返送数は全国から204施設（保育所106、幼稚園56、児童発達支援事業33、認定こども

－97－




















